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ぐんま住宅用太陽光発電設備等初期費用０円事業 事業プラン 募集要項 

 

１ 事業の概要及び目的 

群馬県（以下「県」という。）では、「ぐんま５つのゼロ宣言」の宣言２「温室効果

ガス排出量ゼロ」、宣言３「災害時の停電ゼロ」を実現するため、太陽光発電による

再生可能エネルギーの普及拡大に取り組んでいます。 

本事業は、事業者の負担で太陽光発電設備、蓄電池、V2H及び電気自動車を設置・

導入するもので、住宅の所有者は事業者に対し、電気料金又はリース料金等を支払い

ます。住宅の所有者が負担する設備等導入時の初期費用が０円になる仕組みです。 

本要項では、ぐんま住宅用太陽光発電設備等初期費用０円事業を実施するに当たり、

事業プランの募集について定めるものです。 

 

 

２ 定義 

この要項において、次の各号に掲げる用語の定義は以下のとおりです。 

（１）住宅 

   個人が自ら居住する住宅（住宅として使用される予定であるものを含む。）をい

う。 

（２）太陽光発電設備等 

太陽光発電設備、蓄電池、V2H（※）及び電気自動車（EV）をいう。 

※V2H（Vehicle to home）：電気自動車から家庭に電力を供給するコンバーター 

（３）電力販売 

太陽光発電設備等の所有者である発電事業者が、住宅に太陽光発電設備等を当該

発電事業者の費用により設置・導入し、当該太陽光発電設備から発電された電気を

当該住宅所有者に販売するものをいう。 

群馬県

県民

事業者

②市町村と連携し広報

①事業プランの応募

③初期費用０円で
太陽光発電設備等を設置・導入
（契約期間終了後は
無償譲渡（EVを除く））

④月々の料金支払い
（電気料金又は
リース料金等）

【ぐんま住宅用太陽光発電設備等初期費用０円事業のイメージ】
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（４）リース 

契約の名称に関わらず、住宅所有者が希望する太陽光発電設備等を発電事業者が

代わりに購入して住宅所有者に使用させ、その代金を設備の販売会社に支払い、住

宅所有者からは購入代金（元本）に金利等の諸経費を加えたものを設備使用の対価

（リース料金）として回収するものであって、契約期間中の中途解約が原則禁止さ

れているものをいう。 

 

３ 募集する事業プラン 

次の（１）から（８）までの要件を全て満たす電力販売、リース、その他のサービ

ス（※１）により、住宅所有者の初期費用なし（※２）で太陽光発電設備等を設置・

導入する事業プランを募集します。 

※１ 太陽光発電設備等の販売（割賦販売を含む。）に係るものを除きます。 

※２ 住宅の状況等によっては、改修費用等が発生する場合があります。 

（１）太陽光発電設備等が故障した場合、契約期間中は発電事業者により、速やかに

修理又は交換が行われるものであること。 

（２）契約終了後に太陽光発電設備、蓄電池及び V2Hが住宅所有者に原則として無償

譲渡されること。 

（３）太陽光発電設備、蓄電池及び V2H又は当該設備の取付工事が原因で生じた身体

の障害又は財物の損壊に起因する賠償責任補償が付加されていること。 

（４）事業プラン中に太陽光発電設備の設置が含まれる場合は、住宅所有者との契約

期間が太陽光発電設備の設置から５年以上であること。また、契約終了後も当該

太陽光発電設備が法定耐用年数（１７年間）の間、継続して住宅において発電し

ていると見込まれること。 

（５）見積料を無料とすること。 

（６）設備メーカーが国外企業の場合、当該メーカーの日本法人があること。 

（７）太陽光発電設備等が設備ごとに表１の要件を全て満たしていること。 

（８）事業プランは表２におけるプランのいずれかに当てはまること。 
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表１ 設備要件 

太陽光発電設備 蓄電池 V2H 電気自動車 

・再生可能エネルギー

の固定価格買取制度に

基づく発電事業計画の

認定基準を満たし、住

宅の屋根などへの設置

に適したもの 

 

・発電出力（太陽電池モ

ジュールの日本産業規

格等に基づく公称最大

出力の合計値とパワー

コンディショナーの定

格出力合計値のいずれ

か低い方をいう。）が

10kW未満であること 

 

・停電時においても電

力供給を継続する機能

を有していること 

 

・地絡検知機能を有し

ていること 

 

・系統連系できること 

 

・未使用品であること  

・定置用リチウムイオ

ン蓄電池で、蓄電容量

が 3kWh 以上 20kWh 以

下であること 

 

・停電時においても電

力供給を継続する機能

を有していること 

 

・系統連系できること 

 

・未使用品であること 

・経済産業省が実施す

る「CEV補助金」の補助

対象 V2H 充放電設備

（※）として承認され

ていること又は当該シ

ステムと同等以上の性

能を有するもの 

 

・停電時においても電

力供給を継続する機能

を有していること 

 

・系統連系できること 

 

・未使用品であること 

・経済産業省が実施す

る「CEV補助金」の補助

対象車両（※）のうち電

気自動車として承認さ

れていること又は当該

システムと同等以上の

性能を有するもの 

 

・未使用品であること 

※一般社団法人次世代自動車振興センターのホームページ（http://www.cev-pc.or.jp/）で確認できます。 

 

表２ プラン一覧 

  プラン名称 内容 

1 太陽光＋蓄電池プラン ・太陽光発電設備と蓄電池を同時に導入すること 

2 
太陽光＋V2H（＋電気自動

車）プラン 

・太陽光発電設備と V2Hを同時に導入すること 

・オプションとして電気自動車を追加することも可 

3 
太陽光＋蓄電池＋V2H（＋

電気自動車）プラン 

・太陽光発電設備と蓄電池と V2Hを同時に導入すること 

・オプションとして電気自動車を追加することも可 

4 蓄電池単体プラン ・太陽光発電設備を既に設置している住宅に蓄電池を導入すること 

5 
V2H単体（＋電気自動車）

プラン 

・太陽光発電設備を既に設置している住宅に V2Hを導入すること 

・オプションとして電気自動車を追加することも可 

6 
蓄電池＋V2H（＋電気自動

車）プラン 

・太陽光発電設備を既に設置している住宅に蓄電池と V2Hを同時に導入

すること 

・オプションとして電気自動車を追加することも可 
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４ 応募資格 

事業プランの応募資格を有する事業者は、次の要件を全て満たす法人又は複数の法

人が共同する共同事業体とします。なお、共同事業体の場合は、代表事業者及び構成

員である個々の事業者がともに次の要件を全て満たすこととします。 

（１）過去２年以内に銀行取引停止処分を受けていないこと。 

（２）過去６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出していないこと。 

（３）次の申立てが行われていないこと。 

  ア 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条の規定に基づく破産

手続開始の申立て 

   イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開

始の申立て 

   ウ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開

始の申立て 

（４）債務不履行により、所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又

は競売開始決定がなされていないこと。 

（５）事業プランを的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有すること。 

（６）県税その他の租税を滞納していないこと。 

※県内に事務所を有しない法人については、主たる事務所の所在地の都道府県税

に読み替える。 

（７）県が措置する指名停止期間中の者でないこと。 

（８）事業プランの太陽光発電設備等を確保し、滞りなく供給すること。 

（９）役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を

有している者でないこと。 

 

５ 応募手続 

（１）応募者 

単独の法人が行う場合は、当該法人から応募してください。複数の法人が共同す

る共同事業体の場合は、代表事業者から応募してください。 

（２）応募書類 

応募者の事業プランに応じて、次の書類を提出してください。様式は県ホームペ

ージ（https://www.pref.gunma.jp/04/cp01_00030.html）からダウンロードが可能

です。 

ア 様式１（ぐんま住宅用太陽光発電設備等初期費用０円事業 事業プラン登録書） 

イ 様式２（事業プランの内容） 

https://www.pref.gunma.jp/04/cp01_00030.html
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ウ 様式３（設備一覧） 

エ 様式４（役員等氏名一覧表） 

オ 様式５（ぐんま住宅用太陽光発電設備等初期費用０円事業に係る誓約書） 

カ 添付書類 

（ｱ）応募者の商業登記簿謄本（発行日から３か月以内のもの） 

（ｲ）応募者の直近の会計年度の財務諸表（貸借対照表、損益計算書） 

（ｳ）応募者の収支見込等（本事業に関する収支見込等）（任意様式） 

なお、単年度又は複数年度において事業収支が成り立つ計画であること 

（ｴ）応募者の群馬県行政県税事務所が発行する県税（全税目）の納税証明書（発 

行日から３か月以内のもの） 

※県内に事業所がない法人は、本店を管轄する都道府県税事務所が発行するも

のに代えます。 

（ｵ）応募した事業プランのチラシなどプラン内容が分かるもの 

（ｶ）使用する太陽光発電設備等が掲載された製品カタログ 

（ｷ）その他県が提出を求めた書類 

（３）募集期間 

随時 

（４）応募方法 

ア 持参又は郵送の場合 

フラットファイルに応募書類を綴り、正本１部・副本２部を、以下提出先住所

に持参又は郵送（特定記録郵便又は簡易書留）してください。また、応募書類の

内容の電子データを併せて以下提出先メールアドレスに提出してください。 

  イ 電子メールの場合 

    応募書類の内容の電子データを以下提出先メールアドレスに提出してくださ

い。その際、メールの件名（題名）を「ぐんま住宅用太陽光発電設備等初期費用

０円事業 事業プラン登録書」としてください。なお、原本の提出が必要な応募

書類（商業登記簿謄本及び納税証明書）は、以下提出先住所に持参又は郵送（特

定記録郵便又は簡易書留）してください。 

※なお、５ＭＢを超過するメールは受信できないため、その場合は分割して提出し

てください。また、各資料のファイル名は、それぞれ応募書類のうちどの資料か

分かるようなファイル名としてください。 

（５）応募書類の提出先 

群馬県 知事戦略部 グリーンイノベーション推進課 再生可能エネルギー推進室 プロジェクト推進係 

住所：〒３７１－８５７０ 群馬県前橋市大手町１－１－１（県庁１６階北側フロア） 

メールアドレス：guriibe@pref.gunma.lg.jp 

 

mailto:guriibe@pref.gunma.lg.jp
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（６）質問及び回答 

不明な点がある場合は、随時、県にお問い合わせください。 

（７）提出後の応募書類の取扱い 

ア 応募書類の返却には応じられません。 

イ 応募書類の著作権は、応募者に帰属します。 

ウ 応募書類は、審査及び登録後の事業運営に使用します。 

エ 応募書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他日本

国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている方法等を使用し

た結果生じた責任は、応募者が負います。 

 

６ 事業プランの登録 

県は、応募書類の書類審査を行い、本要項で示している要件を全て充足している事

業プランを順次登録し、応募者に文書でその旨を通知します。登録は、有効期限を設

けず、原則として継続することとします。 

 

７ 登録事業プランの公表 

県は、県ホームページ等において、県が登録した事業プラン（以下「登録事業プラ

ン」という。）の事業者名や内容等を掲載します。 

 

８ 事業プランの登録を受けた事業者の責務 

（１）業務 

事業プランの登録を受けた事業者（以下「事業プラン登録事業者」という。）は、

登録事業プランの見積依頼を受けた後は、原則として次の業務を行うこととします。

ただし、登録事業プランの利用を希望する者（以下「登録事業プラン利用希望者」

という。）の意向によっては、仮見積書の提示を省略することができることとしま

す。なお、ア及びイについては、無料で行ってください。 

ア 仮見積書の提示 

登録事業プラン利用希望者が現地調査を希望せず、簡易な見積書の提示を希望

する場合、仮見積書を提示してください。 

イ 現地調査及び現地調査に基づく見積書の提示 

登録事業プラン利用希望者と調整の上、現地調査を行い、現地調査に基づく見

積書を登録事業プラン利用希望者に提示してください。 

ウ 契約締結及び工事施工等 

太陽光発電設備等の設置・導入に係る契約締結に至った場合には、速やかに設

置工事等を行い、契約内容に基づいた対応を行っていただきます。 
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また、太陽光発電設備等を設置・導入するために屋根の塗装、修繕、葺き替え

などが必要となる場合や登録事業プランと異なる仕様の太陽光発電設備等を設

置・導入する場合は、登録事業プラン利用希望者と協議していただきます。 

（２）遵守事項 

ア 定期報告等 

事業プラン登録事業者は、登録事業プランの毎年の半期ごと（９月・３月末日

時点）の県内成約状況等について、翌月末日までに、様式６（ぐんま住宅用太陽

光発電設備等初期費用０円事業に係る対応状況報告書）により県に報告してくだ

さい。 

毎年３月末日時点の定期報告には、同様式記載の添付書類を添付してください。 

なお、定期報告に関わらず、登録要件の充足状況等の確認のため、県が確認を

求めた場合には協力してください。 

イ 事故・トラブル 

事業プラン登録事業者は、県内での現地調査や太陽光発電設備等の設置工事の

施工等において、事故やトラブルが発生した場合には、速やかに必要な措置を講

じるとともに、県に報告してください。 

ウ 普及への協力 

事業プラン登録事業者は、県内における普及啓発を行うため、県と連携した取

組に協力してください。 

エ 個人情報の管理 

事業プラン登録事業者は、見積申込みや現地調査等により取得した個人情報の

取扱いについては、関連法令を遵守し、適切に管理してください。 

 

９ 登録の変更、抹消、削除 

（１）登録の変更 

事業プラン登録事業者は、登録事業プランの内容の変更をする場合は、様式７（ぐ

んま住宅用太陽光発電設備等初期費用０円事業に係る変更承認申請書）により、申

請してください。 

（２）登録の抹消 

事業プラン登録事業者は、登録事業プランの登録の抹消をする場合には、様式８

（ぐんま住宅用太陽光発電設備等初期費用０円事業に係る登録抹消申請書）により、

申請してください。 

（３）登録の削除 

県は、登録事業プランの内容に虚偽、重大な誤り等があると認められる場合は、

登録を削除します。また、事業プラン登録事業者の責務についての対応が適切でな

いと認められる場合にも、登録を削除します。 
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１０ 免責 

県は、事業者が行う取引や契約等に関与しないものとし、県民との間で生じたトラ

ブルや損害等について、いかなる責任も負わないものとします。 

 

１１ 問合せ先 

  群馬県 知事戦略部 グリーンイノベーション推進課 再生可能エネルギー推進室 プロジェクト推進係 

住所：〒３７１－８５７０ 群馬県前橋市大手町１－１－１（県庁１６階北側フロア） 

  電話：０２７－８９７－２７５２（直通） 

 


